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はじめに 

日本においては,昭和30年代頃までは,市

街地・密集地での大火が大きな問題であっ

たが,近年では大火は影をひそめている(図

1)。それは,この間の消防力の充実,不燃建

築物の増加等に伴う都市の防火性能の向上

によるところが大きいと言われている。 

ところで,この「都市の防火性能」は,具体

的にはどこまで向上したのであろうか。ま

た,消防力の充実や不燃建築物の増加等は,

この向上にどのようにあずかっているので

あろうか。 

今回は話題を転じ,都市防火的な視点か

ら火災の過去と現在をクローズアップして

みよう。 

 

1.大火克服の要因はなにか? 

図 1 にみられるような大火の急激な減少

はどのような要因によるのであろうか? 

すぐに思いつくのは,昭和 23 年に発足し

た自治体消防のもとでの消防力の整備充実

および建物の不燃化・難燃化の進展であろ

う。そこで以下では,この二つの要因の影

響・効果について考察してみよう。 

自治体消防発足直後の昭和 24 年には,消

防本部・署を設置する市町村は,全市町村の

2.1%を占めるに過ぎなかったが,年を追う

ごとに増加し,7.2%(昭和30年),13.0%(昭和

35 年),18.5%(昭和 40 年)となる(図 2)。し

かし,この程度の消防本部・署設置率で大火

を減少させることができたのであろうか? 

ここで注意すべきなのは,大火が発生す

るのは家屋の密集した地域であるという事

実である。そこで,市街地・密集地の集中す

る市部での消防本部・署の設置率をみたの

が点線で示したグラフである。このグラフ

によると,市部では昭和 26 年において既に

消防本部・署の設置率は 82.4%である。この

値は昭和28年の町村合併促進法により市制

施行地が急増した影響で昭和 30 年には

63.1%に低下するが,その後は順調に向上し,

昭和 40 年には 89.8%を占めるに至る。この

間に,消防本部・署を設置する市は 211 から
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503 と約 2。4倍に拡大して

いる(面積的には合併等の

関係でさらに拡大してい

ると考えられる)。この結

果,昭和 20 年代後半～30

年代にかけて,大火危険の

ある市街地・密集地の相当

部分が常備消防でカバー

されることとなったと推

測される。 

次に,建物の不燃化・難

燃化の進展は大火克服に

どのように寄与したので

あろうか。 

図 3 は,建物構造別の出

火件数比率の推移をみた

ものである。この図は,建

物の不燃化・難燃化の進展

状況を直接表したもので

はないが,防火造,耐火造

(簡易耐火を含む)からの

出火件数の比率に着目す

れば,建物の不燃化・難燃化の進展状況の概

要を把握することは可能である。 

大火の頻発した昭和30年代までの全建物

火災件数に占める防火造,耐火造火災の比

率はいずれも増加傾向にあるが,総じて低

い 値 に と ど ま っ て お り , 両 者 合 計

で ,7.2%( 昭 和 30 年 ),11.6%( 昭 和 35

年),17.5%(昭和 40 年)である。不燃化・難

燃化率をこの程度と仮定した場合,大火減

少に間接的に寄与している可能性は考えら

れるものの,大火減少の主たる要因とは考

えにくい(都市部においては,これらの値よ

り不燃化・難燃化率は高いと考えられるが,

それでも当時の状況を考えた場合にはそれ

ほど高い値にはならないと思われる)。 

以上のことから,大火件数の急激な減少

は,昭和 20 年代～30 年代において大火の発

生しやすい市街地・密集地を有する都市部

を中心に消防本部・署の設置が急速に進ん

だことによるところが大きいと考えるのが

適当と思われる。 

なお,ほぼ同時期,大火件数の推移に照応

するかのように建物火災 1 件当りの燃損面

積も急激に減少している(図 4)。 

これは,都市部を中心に消防本部・署の設

置が急速に進んだという前述の事実と,建
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物火災の 8 割前後が市(部)

で発生しているという事実

(図 5)とを照合するならば

当然の結果と思われる。 

 

2.近年の都市の防火性能

は? 

戦後～昭和30年代にかけ

ての大火克服の過程は 1 で

考察したとおりであるが,

それでは,近年の都市の防

火性能はどのような状況に

あるのであろうか? 

消防の常備化(消防本部・

署の設置)は,図 2 にみられ

るように昭和40年代に入っ

てからの消防事務組合の設

立の急増等により急速に進

展し,平成 4 年 4 月 1 日現

在,全国市町村に対する常

備化率は,94.1%に達してい

る。また,防火造,耐火造(簡

易耐火造を含む)からの出火件数は,平成 2

年においてはそれぞれ全建物火災の

14.0%,28.0%を占め,合計で 42.0%となって

いる(図 3)。 

このように,近年では戦後～昭和 30 年代

とは比較にならないほどの消防力の拡充と,

建物の不燃化・難燃化の進展がみられる。 

ところで,このような事実を示されると

多くの読者は,近年の都市の防火性能は格

段に向上しているにちがいないと予想され

るのではなかろうか? 

果たしてそうであろうか。 

図6は,出火建物以外の建物に延焼した火

災の比率(延焼率)をみたものである。これ

をみて驚くのは,昭和30年以降,延焼率はほ

とんど変わっておらず,17～19%の間の値で

ほぼ一定していることである。 

耐火造や簡易耐火造からの火災の延焼率

は木造に比して低く,特に耐火造では木造

の 1/10 程度である(図 7)ことから,耐火造

(簡易耐火を含む)からの火災が建物火災の

3割弱を占める状況では,当然延焼率は低下

しても良いのでは?と考えるのが自然であ

る。一体なぜこのようなことが起きるので

あろうか? 
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手持ちのデータから

は,とりあえず二つの理

由が考えられる。 

一つは,建物構造が「そ

の他・不明」に分類される

建物火災の増加にある。 

図 3 から,建物構造が

「その他・不明」の火災の

傾向をみると,一貫して

増加傾向にあり,平成 2年

には 6.6%を占めるに至っ

ている。そして,この建物

構造からの火災の延焼率

は 41.2%ときわめて高い

値となっている(図 7)。こ

のことが,全体として延

焼率が低下しない理由の

一つと考えられる。 

しかしながら,「その

他・不明」の建物からの火

災が増加したとしても,

耐火造(簡易耐火造を含

む)からの火災の 1/4程度

であり,この理由だけで

延焼率が低下しないこと

を説明するには無理があ

る。 

それでは,他にどのよ

うな理由が考えられるで

あろうか。 

図 8は,消防機関が覚知

してから放水を開始する

までの時間別に,建物火

災の出火件数の比率を比

較したものである。この
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図からは,近年になればなる

ほど9覚知～放水開始までの

時間が5分以内の火災の比率

が低 

下し,それに反比例する形

で 6 分～10 分以内の火災件

数の比率が増加傾向にある

ことが読み取れる。 

消防力が充実すれば,むし

ろ覚知～放水開始までの時

間は短縮され,結果として覚

知～放水開始までの時間が 5

分以内の火災件数の比率が

向上すると考えるのが自然

であろう。それなのに何故こ

のような傾向が生じている

のか? 

このなぞ解きは次回にゆ

ずるとして,覚知～放水開始

までの時間が長くなってき

ていることが,不燃化・難燃

化の向上にもかかわらず延

焼率の低下がみられない二

つ目の理由と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


